
�愛媛県規則第２４号
愛媛県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の一部を改正する規則

第１条 愛媛県心身障害者扶養共済制度条例施行規則（昭和４５年愛媛県規則第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（加入等の申込み）

第３条 この制度に加入しようとする者は、加入等申込書（様式第

１号）に次の各号に掲げる書類を添えて知事に提出しなければな

らない。

� 加入申込者の扶養する心身障害者が県外に住所を有する場合

は、当該心身障害者の住民票の写し

�～� 省略

２・３ 省略

（届出書等）

第１０条 省略

２～４ 省略

５ 条例第１９条第４項に規定する届出は、年金受給権者現況届書

（様式第２５号）に年金受給権者の住民票の写し（年金受給権者の

氏名の変更を知事に届け出ていない場合にあつては、戸籍の抄

本）を添付してその年の５月末日までに提出しなければならな

い。ただし、当該年金受給権者が県内に住所を有する場合は、住

民票の写しは、添付することを要しない。

様式第１号（第３条関係） 加入等申込書

（加入等の申込み）

第３条 この制度に加入しようとする者は、加入等申込書（様式第

１号）に次の各号に掲げる書類を添えて知事に提出しなければな

らない。

� 加入申込者及びその扶養する心身障害者の住民票の写し

�～� 省略

２・３ 省略

（届出書等）

第１０条 省略

２～４ 省略

５ 条例第１９条第４項に規定する届出は、年金受給権者現況届書

（様式第２５号）に年金受給権者の住民票の写し（年金受給権者の

氏名の変更を知事に届け出ていない場合にあつては、戸籍の抄

本）を添付してその年の５月末日までに提出しなければならな

い。

様式第１号（第３条関係） 加入等申込書

省略 省略

添付書類 １ 加入を申し込む場合

� 加入申込者の扶養する心身障害者が県外に住所

を有する場合は、当該心身障害者の住民票の写し

�～� 省略

２ 省略

注 省略

様式第２５号（第１０条関係） 年金受給権者現況届書

添付書類 １ 加入を申し込む場合

� 加入申込者及びその扶養する心身障害者の住民

票の写し

�～� 省略

２ 省略

注 省略

様式第２５号（第１０条関係） 年金受給権者現況届書

省略 省略

年

金

受

給

権

者

省略

年

金

受

給

権

者

省略

年

金

管

理

者

の

有

無

１ 有

� 父

� 母

� 祖父母

� 兄弟姉妹

� その他の親族

� その他（ ）

２ 無

現 況

施設入所等の有無 年金管理者の有無

１

� 施設入所

（種類 ）

� 入 院

� 在 宅

� その他

２

� 特別支援学校

� 特別支援学級

� 就 労

１ 有

� 父 � 母

� 祖父母 � 兄弟姉妹

� その他の親族

� その他

（ ）

２ 無

注 １ 住民票の写し（年金受給権者の氏名の変更を知事に届

け出ていない場合にあつては、戸籍の抄本）を添付のこ

と。ただし、当該年金受給権者が県内に住所を有する場

合は、住民票の写しは、添付することを要しない。

注 １ 住民票の写し（年金受給権者の氏名の変更を知事に届

け出ていない場合にあつては、戸籍の抄本）を添付のこ

と。
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２ 省略

３ 省略

２ 省略

３ 「施設入所等の有無」の欄について、１の欄は必ずいず

れかを○で囲み、２の欄は該当する場合のみ○で囲んでく

ださい。

４ 省略

第２条 愛媛県心身障害者扶養共済制度条例施行規則の一部を次のように改正する。

様式第２号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成２１年３月３１日 第２０５２号

３６７



様式第２号（第３条関係） 申込者告知書

愛 媛 県 報平成２１年３月３１日 第２０５２号

３６８



様式第９号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成２１年３月３１日 第２０５２号

３６９



様式第９号（第５条関係） 重度障害診断書
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附 則

１ この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に改正前の愛媛県心身障害者扶養共済制度条例施行規則様式第２号、様式第９号及び様式第２５号の規定により提出

されている書類は、それぞれ改正後の愛媛県心身障害者扶養共済制度条例施行規則様式第２号、様式第９号及び様式第２５号の規定により

提出された書類とみなす。

��������������
�愛媛県規則第２５号
愛媛県県立高等技術専門校運営規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県立高等技術専門校運営規則の一部を改正する規則

愛媛県県立高等技術専門校運営規則（昭和３３年愛媛県規則第５４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第１条関係） 別表（第１条関係）

名 称
職業訓練の

種類

訓練

課程
訓 練 科

訓練

定員

訓練

期間
名 称

職業訓練の

種類

訓練

課程
訓 練 科

訓練

定員

訓練

期間

省略 省略

愛媛県立宇和

島高等技術専

門校

普通職業訓

練

短期

課程

木工クラフト

科

１０人 １年 愛媛県立宇和

島高等技術専

門校

普通職業訓

練

短期

課程

木工クラフト

科

１５人 １年

介護ヘルパー

科

３０人 ２月 介護ヘルパー

科

６０人 ２月

省略 省略

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

�愛媛県告示第４６３号
愛媛県造林事業補助金交付規程（昭和６２年１１月愛媛県告示第１３８３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２０年度の補

助金から適用する。ただし、改正前の愛媛県造林事業補助金交付規程の規定により補助金の交付を受けた者については、なお従前の例によ

る。

平成２１年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（補助対象事業の種類）

第２条 省略

２ 育成林整備事業の事業の規模は、１施行地の面積が０．１ヘクター

ル以上とする。ただし、育成単層林整備のうち整理伐、単層林改

良及び保育（天然更新型）並びに育成複層林整備以外のものにあ

つては、１施行地の面積が０．１ヘクタール以上で、かつ、１事業主

体（第５条に規定する事業主体をいう。以下この項及び第４項に

おいて同じ。）による施行地の面積の合計が４ヘクタール以上（育

成林整備事業で、生産森林組合が事業主体であるものにあつては

３ヘクタール以上、森林施業計画の認定を受けた者、市町と森林

整備に関する協定を締結した森林所有者（森林法（昭和２６年法律

（補助対象事業の種類）

第２条 省略

２ 育成林整備事業の事業の規模は、１施行地の面積が０．１ヘクター

ル以上とする。ただし、育成単層林整備のうち整理伐、単層林改

良及び保育（天然更新型）並びに育成複層林整備以外のものにあ

つては、１施行地の面積が０．１ヘクタール以上で、かつ、１事業主

体（第５条に規定する事業主体をいう。以下この項及び第４項に

おいて同じ。）による施行地の面積の合計が４ヘクタール以上（育

成林整備事業で、生産森林組合が事業主体であるものにあつては

３ヘクタール以上、森林施業計画の認定を受けた者、市町と森林

整備に関する協定を締結した森林所有者（森林法（昭和２６年法律

告 示

愛 媛 県 報平成２１年３月３１日 第２０５２号

３７１



第２４９号）第２条第２項に規定する森林所有者をいう。以下同じ。）、

森林法施行令 （昭和２６年政令第２７６号）第１１条第７号に掲げる特

定非営利活動法人等（施業実施協定の認可（森林法第１０条の１１の

８第２項に規定する施業実施協定に係るものに限る。）を受けた

森林法第１０条の１１の８第２項に規定する特定非営利活動法人等を

いう。以下「森林法施行令第１１条第７号に掲げる特定非営利活動

法人等」という。）（森林法施行令第１１条第７号に掲げる特定非

営利活動法人等にあつては、森林法施行令第１１条第７号に掲げる

特定非営利活動法人等が育成林整備事業の流域育成林整備事業の

事業主体となる場合に限る。）又は森林の間伐等の実施の促進に

関する特別措置法（平成２０年法律第３２号）第４条第１項に規定す

る特定間伐等促進計画に基づき間伐等を実施する者（５戸以上の

森林所有者から間伐等を受託し、又は１０ヘクタール以上の間伐等

を受託して実施する者に限る。以下「特定間伐等促進計画に基づ

き間伐等を実施する者」という。）が事業主体であるものにあつ

ては０．５ヘクタール以上）とする。

３～７ 省略

（事業主体）

第５条 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

� 省略

� 流域育成林整備事業にあつては、次に掲げるもの

ア～ケ 省略

コ 特定間伐等促進計画に基づき間伐等を実施する者

�～� 省略

� 里山エリア再生事業にあつては、次に掲げるもの

ア～キ 省略

ク 森林施業計画の認定を受けた者

� 省略

（補助金の交付条件）

第９条 省略

２ 省略

３ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、あらかじめ知事に造林補助事業施行地の転用等届出書（様

式第７号）によりその旨を届け出なければならない。

� 省略

� 作業道等に係る事業計画又は造林の計画期間内に当該造林補

助事業で開設し、又は改良した育成単層林作業道（育成単層林

を造成し、又は整備するため、長期間継続して使用される作業

道をいう。以下同じ。）、育成複層林作業道（育成複層林を造

成し、又は整備するため、長期間継続して使用される作業道を

いう。以下同じ。）、機能増進保育作業道（長伐期施業を行う

林分を造成し、又は整備するため、長期間継続して使用される

ものをいう。以下同じ。）、団地間伐作業道（団地間伐におい

て長期間継続して使用されるものをいう。以下同じ。）、長期

育成循環作業道（長期育成循環整備の実施のため、長期間継続

して使用されるものをいう。以下同じ。）、絆の森作業道（絆

の森整備事業において長期間継続して使用される作業路をいう。

以下同じ。）、衛生伐作業道（松林を健全に育成し、又は保全

するため、長期間継続して使用される作業路をいう。以下同じ。）

及び特定林地改良作業道（特定林地改良を実施するため、長期

間継続して使用される作業道をいう。以下同じ。）（以下「育

成単層林作業道等」という。）の全部又は一部の転用又は補助

目的を達成することが困難となる行為をしようとするとき。

�・� 省略

４～６ 省略

別表第１（第３条関係）

育成林整備事業

第２４９号）第２条第２項に規定する森林所有者をいう。以下同じ。）又

は森林法施行令（昭和２６年政令第２７６号）第１１条第７号に掲げる特

定非営利活動法人等（施業実施協定の認可（森林法第１０条の１１の

８第２項に規定する施業実施協定に係るものに限る。）を受けた

森林法第１０条の１１の８第２項に規定する特定非営利活動法人等を

いう。以下「森林法施行令第１１条第７号に掲げる特定非営利活動

法人等」という。）（森林法施行令第１１条第７号に掲げる特定非

営利活動法人等にあつては、森林法施行令第１１条第７号に掲げる

特定非営利活動法人等が育成林整備事業の流域育成林整備事業の

事業主体となる場合に限る。）

が事業主体であるものにあつ

ては０．５ヘクタール以上）とする。

３～７ 省略

（事業主体）

第５条 事業主体（造林事業を自ら又は委託を受けて実施するもの

をいう。以下同じ。）は、次に掲げるものとする。

� 省略

� 流域育成林整備事業にあつては、次に掲げるもの

ア～ケ 省略

�～� 省略

� 里山エリア再生事業にあつては、次に掲げるもの

ア～キ 省略

� 省略

（補助金の交付条件）

第９条 省略

２ 省略

３ 補助金の交付を受けたものは、次の各号のいずれかに該当する

ときは、あらかじめ知事に造林補助事業施行地の転用等届出書（様

式第７号）によりその旨を届け出なければならない。

� 省略

� 作業道等に係る事業計画又は造林の計画期間内に当該造林補

助事業で開設し、又は改良した育成単層林作業道（育成単層林

を造成し、又は整備するため、長期間継続して使用される作業

道をいう。以下同じ。）、育成複層林作業道（育成複層林を造

成し、又は整備するため、長期間継続して使用される作業道を

いう。以下同じ。）、機能増進保育作業道（長伐期施業を行う

林分を造成し、又は整備するため、長期間継続して使用される

ものをいう。以下同じ。）、特定間伐作業道（特定間伐におい

て長期間継続して使用されるものをいう。以下同じ。）、長期

育成循環作業道（長期育成循環整備の実施のため、長期間継続

して使用されるものをいう。以下同じ。）、絆の森作業道（絆

の森整備事業において長期間継続して使用される作業路をいう。

以下同じ。）、衛生伐作業道（松林を健全に育成し、又は保全

するため、長期間継続して使用される作業路をいう。以下同じ。）

及び特定林地改良作業道（特定林地改良を実施するため、長期

間継続して使用される作業道をいう。以下同じ。）（以下「育

成単層林作業道等」という。）の全部又は一部の転用又は補助

目的を達成することが困難となる行為をしようとするとき。

�・� 省略

４～６ 省略

別表第１（第３条関係）

育成林整備事業

愛 媛 県 報平成２１年３月３１日 第２０５２号
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区分 補助基準 補助

率

区分 補助基準 補助

率大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

１

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省略 １

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

エ 除

間伐

林木の健全な成

長の促進を目的

として人工林で

行う不用木の除
とう

去、不良木の淘
た

汰、不用木又は

不良木の搬出集

積並びに作業道

等の開設及び改

良に要する経費

並びに諸掛費

Ⅲ齢級以上Ⅶ齢

級以下（広葉樹

にあつては、Ⅲ

齢級以上�齢級

以下

）

省略 エ 除

間伐

林木の健全な成

長の促進を目的

として人工林で

行う不用木の除
とう

去、不良木の淘
た

汰、不用木又は

不良木の搬出集

積並びに作業道

等の開設及び改

良に要する経費

並びに諸掛費

Ⅲ齢級以上Ⅶ齢

級以下（広葉樹

にあつては、Ⅲ

齢級以上�齢級

以下とし、Ⅶ齢

級（広葉樹を除

く。）について

は、森林法第５

条に規定する地

域森林計画（以

下「地域森林計

画」という。）

において、水源

かん養機能、山

地災害防止機能

又は生活環境保

全機能を高度に

発揮すべきもの

と定められてい

る森林に存する

ものに限る。）

省略

オ～キ

省略

オ～キ

省略

�・� 省略 �・� 省略

２

育

成

複

層

林

整

備

�～� 省略 ２

育

成

複

層

林

整

備

�～� 省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

エ 除

間伐

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う不

用木の除去、不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に作業道等の開

設及び改良に要

する経費並びに

諸掛費

下層木がⅢ齢級

以上Ⅶ齢級以下

（広葉樹を主体

とする場合にあ

つては、Ⅲ齢級

以上�齢級以下

とし、Ⅶ齢級の

下層木（広葉樹

を主体とする場

合を除く。）に

ついては、森林

法第５条に規定

する地域森林計

画（以下「地域

森林計画」とい

う。）に お い

て、水源かん養

省略 エ 除

間伐

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う不

用木の除去、不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に作業道等の開

設及び改良に要

する経費並びに

諸掛費

下層木がⅢ齢級

以上Ⅶ齢級以下

（広葉樹を主体

とする場合にあ

つては、Ⅲ齢級

以上�齢級以下

とし、Ⅶ齢級の

下層木（広葉樹

を主体とする場

合を除く。）に

ついては、地域

森林計画

に お い

て、水源かん養

省略
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機能、山地災害

防止機能又は生

活環境保全機能

を高度に発揮す

べきものと定め

られている森林

に存するものに

限る。）

機能、山地災害

防止機能又は生

活環境保全機能

を高度に発揮す

べきものと定め

られている森林

に存するものに

限る。）

�・� 省略 �・� 省略

３

省

略

４ 団地間伐 間伐推進団地に

おける間伐の実

施について（平

成２０年３月３１日

付け１９林整整第

１１３８号林野庁長

官通知） に

基づく間伐推進

団地 におい

て間伐推進協定

に基づき人

工林で行う不用

木の除去、不良
とう た

木の淘汰及び不

用木又は不良木

の搬出集積並び

にこれらと一体

的に行う採光の

ための枝葉の除

去並びに作業道

等（団地間伐作

業道を含む。）

の開設及び改良

に要する経費並

びに諸掛費

省略 ４ 特定間伐 緊急間伐推進団

地における間伐

の実施について

（平成１７年３月

２５日付け１６林整

整第９５９号林野

庁長官通知）に

基づく緊急間伐

推進団地におい

て緊急間伐推進

協定に基づき人

工林で行う不用

木の除去、不良
とう た

木の淘汰及び不

用木又は不良木

の搬出集積並び

にこれらと一体

的に行う採光の

ための枝葉の除

去並びに作業道

等（特定間伐作

業道を含む。）

の開設及び改良

に要する経費並

びに諸掛費

省略

５

・

６

省

略

５

・

６

省

略

備考 省略 備考 省略

別表第３（第３条関係）

機能回復整備事業

１ 省略

２ 特定森林造成事業

� 省略

� 耕作放棄地等森林造成

別表第３（第３条関係）

機能回復整備事業

１ 省略

２ 特定森林造成事業

� 省略

� 耕作放棄地等森林造成
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区分 補助基準 補助

率

区分 補助基準 補助

率大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

１

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省略 １

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

エ 除

間伐

別表第１ １�

エに同じ。

Ⅲ齢級以上Ⅶ齢

級以下

。た

だし、森林整備

協定造林の広葉

樹にあつてはⅢ

齢級以上�齢級

以下、分収林造

林にあつてはⅢ

齢級以上Ⅶ齢級

以下

省略 エ 除

間伐

別表第１ １�

エに同じ。

Ⅲ齢級以上Ⅶ齢

級以下（Ⅶ齢級

については、地

域森林計画にお

いて、水源かん

養機能、山地災

害防止機能又は

生活環境保全機

能を高度に発揮

すべきものと定

められている森

林に存するもの

に限る。）。た

だし、森林整備

協定造林の広葉

樹にあつてはⅢ

齢級以上�齢級

以下、分収林造

林にあつてはⅢ

齢級以上Ⅶ齢級

以下

省略

オ・カ

省略

オ・カ

省略

�・� 省略 �・� 省略

２

育

成

複

層

林

整

備

�～� 省略 ２

育

成

複

層

林

整

備

�～� 省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

エ 除

間伐

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う不

用木の除去、不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に作業道等の開

設及び改良に要

する経費並びに

諸掛費

下層木がⅢ齢級

以上Ⅶ齢級以下

省略 エ 除

間伐

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う不

用木の除去、不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に作業道等の開

設及び改良に要

する経費並びに

諸掛費

下層木がⅢ齢級

以上Ⅶ齢級以下

（Ⅶ齢級につい

ては、分収林造

林を除き、地域

森林計画におい

て、水源かん養

機能、山地災害

防止機能又は生

活環境保全機能

を高度に発揮す

べきものと定め

られている森林

に存するものに

限る。）

省略

�・� 省略 �・� 省略

愛 媛 県 報平成２１年３月３１日 第２０５２号

３７５



３

省

略

３

省

略

備考 省略 備考 省略

� 省略

３ 被害地等森林整備事業

� 省略

３ 被害地等森林整備事業

区分 補助基準 補助

率

区分 補助基準 補助

率大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

大

区

分

中区分 小区分 経費の内訳 対象となる林分

の齢級

１

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省略 １

育

成

単

層

林

整

備

�～� 省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

エ 除

間伐

別表第１ １�

エに同じ。

Ⅲ齢級以上Ⅵ齢

級以下（森林整

備協定造林にあ

つては、Ⅲ齢級

以上Ⅶ齢級以下

（広葉樹にあつ

ては、Ⅲ齢級以

上�齢級以下）

）

省略 エ 除

間伐

別表第１ １�

エに同じ。

Ⅲ齢級以上Ⅵ齢

級以下（森林整

備協定造林にあ

つては、Ⅲ齢級

以上Ⅶ齢級以下

（広葉樹にあつ

ては、Ⅲ齢級以

上�齢級以下）

ただし、Ⅶ齢級

については、森

林整備協定造林

の広葉樹を除

き、地域森林計

画において、水

源かん養機能、

山地災害防止機

能又は生活環境

保全機能を高度

に発揮すべきも

のと定められて

いる森林に存す

る も の に 限

る。）

省略

�・� 省略 �・� 省略

２

育

成

複

層

林

整

備

�～� 省略 ２

育

成

複

層

林

整

備

�～� 省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

� 保

育（植

栽型）

ア～ウ

省略

エ 除

間伐

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う不

用木の除去、不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に作業道等の開

設及び改良に要

下層木がⅢ齢級

以上Ⅶ齢級以下

省略 エ 除

間伐

下層木の健全な

成長の促進を目

的として行う不

用木の除去、不
とう た

良木の淘汰、不

用木又は不良木

の搬出集積並び

に作業道等の開

設及び改良に要

下層木がⅢ齢級

以上�齢級以下

（森林整備協定

造林にあつて

は、Ⅲ齢級以上

Ⅶ齢級以下（Ⅶ

齢級について

は、地域森林計

画において、水

省略
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する経費並びに

諸掛費

する経費並びに

諸掛費

源かん養機能、

山地災害防止機

能又は生活環境

保全機能を高度

に発揮すべきも

のと定められて

いる森林に存す

る も の に 限

る。））

�・� 省略 �・� 省略

３

・

４

省

略

３

・

４

省

略

備考 省略 備考 省略

様式第１号中「地域名 」を削る。

様式第５号中「特定間伐作業道」を「団地間伐作業道」に、「立合人」を「立会人」に改める。

�������
�愛媛県告示第４６４号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、四国中央市長から次のとおり公共測量

が終了した旨の通知があった。

平成２１年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 公共測量（写測図化）

２ 作業期間 平成２０年１０月３０日から

平成２１年３月１６日まで

３ 作業地域 四国中央市川之江町及び妻鳥町

��������������
�愛媛県告示第４６５号
県営住宅駐車場及び駐車場使用料の額（平成２０年３月愛媛県告示第５１３号）の一部を次のように改正し、平成２１年４月１日から施行する。

平成２１年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

１ 県営住宅駐車場の位置及び１平方メートル当たりの駐車場使用

料の額（愛媛県県営住宅管理条例施行規則第１２条の１０第１項第２

号に規定する管理事務費を除いた額をいう。以下同じ。）

１ 県営住宅駐車場の位置及び１平方メートル当たりの駐車場使用

料の額（愛媛県県営住宅管理条例施行規則第１２条の１０第１項第２

号に規定する管理事務費を除いた額をいう。以下同じ。）

名 称 位 置

駐車場

使用料

（月額）

有 料 化

開始年度
名 称 位 置

駐車場

使用料

（月額）

有 料 化

開始年度

省略 省略

明倫団地 省略 明倫団地 省略

伊吹団地 宇和島市伊吹町 １２３円 平成２１年度

伊吹第２団地 宇和島市伊吹町 １２３円

２～４ 省略 ２～４ 省略
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